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Ⅱ 重層的支援体制整備事業実施計画 

 

 施策・事業の体系  

 大項目  中項目   小項目（事業名） 

１ 計画の位置付け      

２ 社会的背景      

３ 基本目標      

４ 基本施策 

 

(1) 包括的な相談支援

体制の推進 

 ① 包括的な相談支援体制の整備 

 ② 包括的な相談支援を実施する

事業 

 ③ アウトリーチ等を通じた継続

的支援の実施 

(2) 社会参加に向けた

支援の推進 

 ① 社会参加に向けた支援の推進 

(3) 地域づくりに向け

た支援の推進 

 ① 地域づくりに向けた支援体制

の整備 

 ② 地域づくりに向けた支援を実

施する事業 

(4) 重層的支援体制推

進会議による関係

機関との連携強化 

 ① 重層的支援体制推進会議の取

組 

《重点》 ② 事例データの検証及び関係機

関との連携強化に向けた取組 

《重点》…「三鷹市健康福祉総合計画 2027」の重点事業にあたる事業 
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 計画・事業の内容  

 

１ 計画の位置付け 

本計画は、「社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）」第 106 条の５に基づく「重層的支援

体制整備事業実施計画」です。 

 

 

２ 社会的背景 

少子高齢化や核家族化などの進展に伴い、8050 問題や育児と介護のダブルケア、社会的

孤立、ヤングケアラーなど複雑化・複合化する課題が増加傾向にあります。 

このような状況から、「地域社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令

和２年法律第 52号）」が 2020（（令和２）年６月に公布され、地域生活課題の解決に資する

支援を包括的に行うため、「重層的支援体制整備事業」が定義されました。 

複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、介護、障がい、子ども、生活困窮等の各

支援機関が連携して対応する重層的な支援体制の構築が求められています。 

 

 

３ 基本目標 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、

世代や属性を問わない包括的な相談支援、社会参加への支援及び地域づくりに向けた支援

の３つの支援を一体的に実施する重層的支援体制整備事業を推進するとともに、全ての市

民が安心して暮らせるように、住民同士が支え合い、主体的に課題解決に取り組む共助の

基盤づくりを推進します。 

 

 

４ 基本施策 

重層的支援体制整備事業は、社会福祉法第 106 条の４第２項第１号から第６号に規定さ

れています。既存の介護、障がい、子ども、生活困窮の相談支援等の取組を活かしつつ、世

代や属性を問わない包括的な相談支援、社会参加に向けた支援、地域づくりに向けた支援

について、次の４つの施策について取り組みます。 

 

（１）包括的な相談支援体制の推進 

① 包括的な相談支援体制の整備 

既存の相談拠点の設置形態（国が定める基本型）は変更せず、各支援機関同士の連

携を図り、包括的な相談に対応します。 
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属性や世代を問わず、制度の狭間にあって支援が受けられない方などの福祉課題の

相談に応じ、必要な公的サービスへつなげるための地域福祉コーディネーターを市内

７地区に各１人配置します。 

 

② 包括的な相談支援を実施する事業 

実施事業 分野 実施体制 所管課 拠点数 形態 

地域包括支援センター

の運営 

【第１号のイ】 

介護 
三鷹市地域包括

支援センター 
高齢者支援課 ７ 委託 

障害者相談支援事業 

【第１号のロ】 
障がい 

基幹相談支援セ

ンター 

障がい者支援

課 
１  

利用者支援事業 

【第１号のハ】 
子ども 

三鷹市東多世代

交流センター、

三鷹市西多世代

交流センター 

児童青少年課 ２  

三鷹市子ども家

庭支援センター

（すくすくひろ

ば・のびのびひ

ろば・りぼん） 

子ども家庭課 ３  

三鷹市子ども発

達支援センター

（たかのこ） 

子ども家庭課 １  

三鷹市総合保健

センター 
子ども家庭課 １  

三鷹市子ども政

策部子ども育成

課窓口 

子ども育成課 １  

生活困窮者自立相談支

援事業 

【第１号のニ】 

生活 

困窮 

三鷹市生活・就

労支援窓口 
生活福祉課 １ 委託 

※実施事業名及び【 】の表記は、社会福祉法第 106 条の４第２項第１号に規定されているものです。 

 

③ アウトリーチ等を通じた継続的支援の実施 

地域福祉コーディネーターが、市や社会福祉協議会、地域包括支援センター等と連

携を図りながら、支援を必要とする方の情報を得た場合は、直接訪問して状況を伺う

など、プッシュ型やアウトリーチ型の相談等を実施し、継続的な支援を行います。 
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（２）社会参加に向けた支援の推進 

① 社会参加に向けた支援の取組 

地域福祉コーディネーターが、社会とのつながりを作るため、地域ケアネットワー

クやほのぼのネットなどの社会資源を活用し、社会とのつながりづくりに向けた支援

を行います。 

ひきこもり支援や障がい者支援を行う団体等と連携し、当事者のニーズや課題など

を丁寧に把握し、地域の社会資源との間をコーディネートして、当事者や家族のニー

ズや状態にあった支援を行います。 

 

（３）地域づくりに向けた支援の推進 

① 地域づくりに向けた支援体制の整備 

住民主体で取り組む市内７か所の「地域ケアネットワーク」や市内 28か所の「ほの

ぼのネット」など、従来からある地域づくりに関係する団体と連携しながら、世代や

属性を超えて、住民同士が交流できる多様な場づくりや、人と人、人と居場所などを

つなぎ合わせる取組を推進します。 

地域福祉コーディネーターが市内７か所のコミュニティ・センターで実施する相談

サロンを通じて、地域におけるニーズを把握し、それぞれの特性にあった多様な地域

づくりを進めます。 

 

② 地域づくりに向けた支援を実施する事業 

事業 分野 実施体制 所管課 拠点数 形態 

地域介護予防活動支援

事業 

【第３号のイ】 

介護 
介護予防活動立

ち上げ支援事業 
高齢者支援課 30  

生活支援体制整備事業 

【第３号のロ】 
介護 

生活支援コーデ

ィネーター 
高齢者支援課 ７ 委託 

地域活動支援センター

事業 

【第３号のハ】 

障がい 

地域活動支援セ

ンターⅠ型・Ⅱ

型 

障がい者支援

課 
２  

地域子育て支援拠点事

業 

【第３号のニ】 

子ども 

親子ひろば事業

（一般型 15、連

携型１） 

子ども家庭課 16  

生活困窮者支援等のた

めの地域づくり事業 

生活 

困窮 

地域福祉コーデ

ィネーター 
地域福祉課 ７ 委託 

※実施事業名及び【 】の表記は、社会福祉法第 106 条の４第２項第３号に規定されているものです 

（生活困窮者支援等のための地域づくり事業は除く）。 
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（４）重層的支援体制推進会議による関係機関との連携強化 

① 重層的支援体制推進会議の取組 

社会福祉法に規定する多機関協働事業の取組の一つとして、市の関係部署や関係機

関と連携した個別のケース会議や情報交換及び人財育成のためのワークショップを実

施する重層的支援体制推進会議を定例的に開催します。 

重層的支援体制推進会議は、社会福祉法に規定する本人同意を得て支援に関する検

討を行う「重層的支援会議」や構成員に守秘義務を課して本人同意を得ずに支援に関

する検討を行う「支援会議」、孤独・孤立対策推進法（令和５年法律第 45 号）に規定

する「孤独・孤立対策地域協議会」の機能を併せ持っています。支援会議等は、必要に

応じて臨時的に開催することで、関係機関が複合的な課題を抱えた方へ適切な支援を

行えるよう多職種による連携や多機関の協働を推進します。 

 

② 事例データの検証及び関係機関との連携強化に向けた取組 《重点》 

地域福祉コーディネーターがこれまでに受けた相談や実施した支援など、これまで

に蓄積された事例データ等を取りまとめ、相談者の属性、抱える課題、支援の内容、連

携先となる市の窓口・関係機関・団体の情報等を分析・検証します。相談者の属性や課

題・支援内容の傾向等を分析するとともに、重層的支援体制推進会議で事例データや

分析・検証結果を共有し、支援内容や連携先の拡充等の検討のエビデンスとして活用

するなど、連携体制の更なる強化に努めます。 

また、分析した事例データから、相談者の属性や課題に応じた市の相談窓口・関係

機関等の情報を体系化し、誰もがその情報を確認できる仕組みを検討するなど、適切

な相談・支援につなげるための環境整備に努めます。 

 

  



「重層的支援体制」に係るページを抜粋
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